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 第 2 次世界大戦終結後、米国を中心とした民主主義国家からなる西側陣営と旧ソ
ビエト連邦を中心とした社会主義国家からなる東側陣営の東西冷戦の構図が強まり、

















































































                                            
2 1973 年に米国連邦議会内に、社会的な影響のある複雑且つ高度な技術的課題の解決のために発足し
た超党派組織。1995 年に解散している。（http://www.gpo.gov/ota/） 
3 浅田 (2004), p4-8 
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 ワッセナー・アレンジメント(Wassenaar Arrangement on Export Controls 
for Conventional Arms and Dual-Use Goods and Technologies)(以下、WA)は
通常兵器及び関連の汎用品、技術の過剰な蓄積を防止する輸出管理の枠組と
して 1996 年に 33 カ国により合意されたものである。1980 年代後半から
1990 年代前半にかけての冷戦終結に伴い、東側諸国への戦略物資の流出を防
止したココムが意味を持たなくなったが、国内及び地域紛争が多発した新た























 １）核兵器不拡散条約 (NPT: Treaty on the Non-proliferation of Nuclear Weapons) 
 米国、英国、フランス、中国、ソ連（現、ロシア）以外での核兵器保有国
の拡大、核兵器技術の拡大防止と原子力エネルギーの平和利用、核軍縮の実
現を目的として、1968 年に合意され、1970 年に発効した 6。日本は 1970 年












International Atomic Energy Agency)による保証措置の受諾義務 
 
２）原子力供給国グループ (NSG: Nuclear Suppliers Group) 
 1974 年に NPT を批准していないインドがカナダより導入した研究用の原
子炉を利用し、国内産のウラン資源を活用して核爆発実験を行ったことを契
機に、原子力関連の機材、資材を供給する能力のある国の間で輸出条件の調
整を行うことを目的として、1977 に設立された。2008 年 3 月現在、日本を
含めた 45 カ国が加盟している。 
 
 
                                            























３）生物兵器禁止条約(BWC: Convention on the Prohibition of the Development, 
Production and Stockpiling of Bacteriological (Biological) and Toxin Weapons 









発・生産・貯蔵の禁止と廃棄を目的として 1972 年に各国が署名し、1975 年
に発効した。 






























５）化学兵器禁止条約(CWC: Convention on the Prohibition of the Development, 












・ 化学兵器及び生産設備の発効後 10 年以内の廃棄 
 
６）ミサイル関連技術輸出規制(MTCR: Missile Technology Control  Regime) 





































また、その第 1 条には外為法の目的が規定されている。8 
 








外為法において、第 48 条第 1 項及び第 25 条第 1 項に輸出管理に関する条項が規
定されている。 
 












                                            



























































































1 項 武器 
大量破壊兵器の
不拡散 
原 子 力 供 給 国 グ ル ー プ
(NSG) 





























































られるおそれの強い貨物例」(Appendix 1-2) や「16 項貨物・キャッチオール規制
対象品目表」(Appendix 1-3) にあるとおり、ほとんど全ての貨物・技術を対象とし
ているためキャッチオール規制と呼ばれている。 
ⅰ）対象地域：輸出令別表第 4 の 2 に規定されている 26 カ国（ホワイト国）を除









                                            














                                            








・ 5 年以下の懲役 
・ 200 万円以下の罰金（当該違反行為の目的物の価格の 5 倍が 200 万円を超える






とし、2006 年 1 月に経済産業省より告発を受けたもの。軍事目的に使用され
るおそれがあることを事前に知っていたため、悪質であるとして以下の様に処
分された。 
・ 違反内容：輸出令別表第 1、4 項 1 の 2（無人航空機）の輸出にあたり、
リスト規制により、経済産業大臣の許可が必要であるが、その許可申請
を怠ったもの。 
・ 処罰：罰金 100 万円の略式命令、9 ヶ月間の産業用無人ヘリコプター輸
出禁止、執行役員ら 3 人は起訴猶予。 
 
２）Ｍ社のケース 
 核開発に転用可能な 3 次元測定機を性能を低く偽り申告し、経済産業大臣の
許可を得ずマレーシアに輸出し、2006 年 9 月に経済産業省より告発を受けた
もの。マレーシアに輸出した 2 台のうち 1 台と思われる同型の 3 次元測定機が
リビアの核兵器研究施設で発見されたこともあり、大きな事件として取り上げ
られた。 
・ 違反内容：輸出令別表第 1、2 項 12（測定機器）の輸出にあたり、リス
ト規制により、経済産業大臣の許可が必要であるが、それを行わず輸出
を行ったもの。 
・ 処罰：法人として罰金 4500 万円、全貨物の 2007 年 7 月 3 日～2008 年 1
月 2 日（6 ヶ月間）の輸出禁止、CNC3 次元測定機とその部分品の 2008

















学校の総数では、2006 年度 117,927 人とそれまでのピークであった前年度の






































年度 全体件数 うち外国企業 割合 全体金額 うち外国企業 割合 
2003 13,786 45 0.33% 85,904,359 748,395 0.87%
2004 15,236 39 0.26% 101,227,322 117,412 0.12%





年度 全体件数 うち外国企業 割合 全体金額 うち外国企業 割合 
2003 9,255 15 0.16% 21,620,823 64,383 0.30%
2004 10,728 32 0.30% 26,375,829 100,678 0.38%







この様な「大学の国際化」の進展に加え、Y 社及び M 社の外為法違反のケースの
様な輸出管理上深刻な事態が起きる可能性が、大学においても増大していることを
















   
 ２）「大学等における輸出管理の強化について」(Appendix 2-2) 
・ 公表日：2005 年 4 月 1 日 
・ 発信元：経済産業省貿易協力局長 




 ３）「大学等における輸出管理の強化について」(Appendix 2-3) 














   
５）「国際的な共同研究を進める上での外為法等の規制について」(Appendix 2-5) 
・ 公表日：2006 年 7 月 6 日 
・ 発信元：文部科学省研究環境･産業連携課 技術移転推進室 









    (Appendix 2-6) 


















                                            
















































  出典：経済産業省安全保障貿易管理 HP を参考に筆者が作成 
       *：⑤、⑥、⑦、⑧の解説に関しては Appendix 2-7 を参照されたい。 
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表２－３ 許可を要しない技術提供（外為令第 17 条第 4 項） 
① 経済産業大臣が行う取引 





























































































































アンケート調査」（アンケート票は Appendix 3-1 ご参照） 
実施日：2007 年 8 月 
配布大学数：文部科学省大学知的財産本部整備事業採択校、全国 42 校 














































































ている 15％を加えると約 85％が規制についても何らかの認識を持っている。 





























































































































































































? 学内組織が整備されている大学は２校（東京理科大学他 2 組織・2006 年に整備、
九州工業大学・2006 年に整備） 
 43 
? 学内組織に関して具体的な整備予定がある大学は 2 校（東京大学 2 年以内、広























































































前項において、知的財産権本部整備事業実施校 40 校（本学を除いた 42 校の内、
アンケートの回答のあった 40 校）の内、現状、組織的な輸出管理を行っている大学
は 2 校、今後組織的な輸出管理を行う予定がある大学も 2 校と極めて少数であるこ
とが判明した。 
























































































































































































































































































株式会社日立製作所（以下、日立）では、1987 年 4 月に発覚した国内工作機械メ
ーカーの外国為替法違反事件を契機に同年 5 月に通商産業省（現、経済産業省）か
ら出された、輸出関連法規遵守徹底の要請、同年 7 月に出された、輸出関連法規遵






























































































































































































































































































































































産業技術総合研究所（以下、産総研）では、2001 年 4 月の独立行政法人化を契機
に、経済産業省管轄組織として輸出管理を徹底する必要があることから、同年 7 月






え、2002 年 12 月に「技術の提供又は貨物の輸出に関する法令遵守の対応につい
て」と言う題目で、所内に周知し、輸出管理に関する相談業務を実際に開始した。
また、主として所内を対象として「安全保障輸出管理ホームページ」を開設した。 
翌年の 2003 年 5 月には、「安全保障輸出管理グループ」を発足、産総研内の輸

















































































































































































Commencement & Penetration 
組織的な輸出管理運用開始・どの様に周知を行うか 
Increasing Awareness after establishment 
組織体制構築後、意識をどの様に高めて行くか 




















































































































今回調査を行った 3 者共に 1986 年に通商産業省から出された通達を基に、本格
























































 これまで、知財本部整備事業受託機関 40 校からのアンケート調査結果の分析と考
察を行ない現状の大学における輸出管理に対する取組みについて、様々な問題点を
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  № 
   
          輸出許可品目名 
 輸
  出 
  令 
  別 
  １ 
  № 
  
          輸出許可品目名 
 １ 武    器 (12) １ 数値制御を行うことができる 
   工作機械 
 
２  測定装置
 ( 1)  銃砲・銃砲弾 
 ( 2)  爆発物・発射装置 (13) 誘導炉・アーク炉・溶解炉 
 ( 3)  火薬類・軍用燃料 (14) アイソスタチックプレス 
 ( 4)  火薬又は爆薬の安定剤 (15) ロボット
 ( 5)  指向性ｴﾈﾙｷﾞｰ兵器 (16) デジタル制御方式振動試験装置 
 ( 6)  運動ｴﾈﾙｷﾞｰ兵器 (17) ガス遠心分離機ロータ用構造材料 
 ( 7)  軍用車両・軍用仮設橋等 (18) ベリリウム
 ( 8)  軍用船舶等 (19) 核兵器起爆用アルファ線源用物質 
 ( 9)  軍用航空機等 (20) ほう素１０
 (10)  防潜及び魚雷防御網 (21) 核燃料物質製造用還元剤・酸化剤 





 (12)  軍用探照灯 
 (13)  軍用細菌製剤・化学製剤 (24) リチウム
 (14)  軍用化学製剤用細胞株等 (25) タングステン
 (15)  軍用火薬類の製造・試験装置 (26) ジルコニウム
 (16)  兵器製造用機械装置 (27) ふっ素製造用電解槽 
 ２ 原子力 (28) ガス遠心分離機ロータ製造装置 
 ( 1)  核燃料物質・核原料物質 (29) 遠心力式釣合試験機 
 ( 2)  原子炉・原子炉用発電装置 (30) フィラメントワインディング装置 
 ( 3)  重水素･重水素化合物 (31) レーザー発振器
 ( 4)  人造黒鉛 (32) 質量分析計・イオン源 
 ( 5)  核燃料物質分離再生装置 (33) 圧力計・ベローズ弁 
 ( 6)  ﾘﾁｳﾑ同位元素分離用装置 (34) ｿﾚｲﾉｲﾄﾞｺｲﾙ形超電導電磁石 
 ( 7)  ウラン同位元素分離用装置 (35) 真空ポンプ
 ( 8)  周波数変換器 (36) 直流電源装置
 ( 9)  ニッケル粉 (37) 電子加速器・エックス線装置 
 (10)  重水素・重水素化合物の製造装置 (38) 衝撃試験機
 10ﾉ2  ウラン・プルトニウム製造用装置 (39) ｽﾄﾘｰｸｶﾒﾗ･ﾌﾚｰﾐﾝｸﾞｶﾒﾗ 
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 輸
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       輸出許可品目名 
 (42)  光電子増倍管 (14) 複合材用の炉
 (43)  中性子発生装置 (15) ロケット用構造材料 
 (44)  遠隔操作のマニピュレーター (16) ﾛｹｯﾄ用加速度計・ジャイロ 
 (45)  放射線遮蔽窓・窓枠 (17) ﾛｹｯﾄ用飛行・姿勢制御装置 
 (46)  テレビカメラ・レンズ (18) ﾛｹｯﾄ用アビオニクス装置 
 (47)  トリチウム (19) 航空機・船舶用重力計、重力勾配計
 (48)  トリチウム製造・回収・貯蔵装置 (20) ロケット発射台・支援装置 
 (49)  白金触媒 (21) 無線遠隔測定・制御装置 
 (50)  ヘリウム３ (22) ロケット搭載用電子計算機 
(23) ロケット用Ａ／Ｄコンバータ 
 ３ 化学兵器 (24) 試験装置
 ( 1)  軍用化学製剤の原料､軍用化学製剤と同等の毒性の物質･その原料 (24
 の2)
ロケット設計用の電子計算機 
 ( 2)  化学製剤用製造機械装置 (25) 音波・電波等減少材 
 ３の２ 生物兵器 (26) ロケット用ＩＣ・探知装置 
 ( 1)  軍用細菌製剤の原料 ５ 先端材料
 ( 2)  細菌製剤用製造機械装置 ( 1) フッ素化合物製品
 ４ ミサイル ( 2) ﾋﾞﾆﾘﾃﾞﾝﾌﾙｵﾘﾄﾞの圧電重合体等 
 ( 1)  ロケット・製造装置 ( 3) 芳香族ポリイミドの製品   
 (1の2)  無人航空機 ( 4) Ti、Al・合金成形工具 
 ( 2)  ロケット誘導装置・試験装置 ( 5) Ni,Ti合金・Mg合金等 
 ( 3)  推進装置 ( 6) 金属性磁性材料
 ( 4)  しごきスピニング加工機 ( 7) ｳﾗﾝﾁﾀﾝ合金・ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ合金 
 ( 5)  サーボ弁・ポンプ ( 8) 超伝導材料
 ( 6)  推進薬・原材料 ( 9) 作動油等
 ( 7)  推進薬の製造・試験装置 (10) 潤滑剤等
 ( 8)  粉粒体用混合機 (11) 振動防止用液体
 ( 9)  ｼﾞｪｯﾄﾐﾙ・粉末金属製造装置 (12) 冷媒用液体
 (10)  複合材料製造装置 (13) Tiのホウ化物・セラミックス半製品
 (11)  ノズル (14) セラミックスの複合材料 
 (12)  ﾉｽﾞﾙ及び再突入機先端部製造装置 (15) ﾎﾟﾘｼﾞｵﾙｶﾞﾉｼﾗﾝ､ﾎﾟﾘｼﾗｻﾞﾝ等 
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       輸出許可品目名 
 (17)  ﾋﾞﾆﾘﾃﾞﾝﾌﾙｵﾘﾄﾞの共重合体等 (15) 原子周波数標準機
 (18)  ﾌﾟﾘﾌﾟﾚｸﾞ・ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ等 (15の２) スプレー冷却方式の熱制御装置 




 ６ 材料加工 (18) 半導体基盤
 ( 1)  軸受 (19) レジスト
 ( 2)  数値制御工作機械 (20) Al,Ga,Inの金属有機化合物 
 ( 3)  歯車製造用工作機械 (21) P,Asの水素化物
 ( 4)  アイソスタチックプレス ８ 電子計算機 
 ( 5)  コーティング装置 ( 1) 電子計算機
 ( 6)  測定装置 ９  通 信
 ( 7)  ロボット ( 1) 伝送通信装置
 ( 8)  ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ装置等 ( 2) 電子交換装置
 ( 9)  絞りｽﾋﾟﾆﾝｸﾞ加工機・ 
 しごきｽﾋﾟﾆﾝｸﾞ加工機 
( 3) 光ファイバー通信ケーブル等 
( 4) 削除
 ７ エレクトロニクス ( 5) フェーズドアレーアンテナ 
 ( 1)  集積回路 ( 5の2) 監視用方向探知器
 ( 2)  マイクロ波用機器・ミリ波用機器部分品等 ( 6) (1)から(3)まで若しくは(5)の設計・製造装置 
 ( 3)  信号処理装置 ( 7) 暗号装置又はその部分品 
 ( 4)  超電導材料を用いた装置 ( 8) 情報伝達信号漏洩防止装置等 
 ( 5)  超電導磁石 ( 9) 削除
 ( 6)  電池 (10) 盗聴検知機能通信ｹｰﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ 
 ( 7)  高電圧用コンデンサー (11) (7)から(10)までの設計製造装置等 
 ( 8)  エンコーダ １０ センサー等 
 ( 9)  記録装置、試験装置・テープ ( 1) 水中探知装置等
 (10)  波形記憶装置 ( 2) 光検出器・冷却器等 
 (11)  周波数ｼﾝｾｻｲｻﾞｰを用いた部分品 ( 3) ｾﾝｻｰ用の光ﾌｧｲﾊﾞｰ
 (12)  信号発生装置 ( 4) カメラ
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       輸出許可品目名 
 (7の2)  非球面光学素子 １４  ＭＬ
 ( 8)  ガスレーザー発振器等 ( 1) 粉末状の金属燃料
 ( 9)  磁力計・磁場勾配計・校正装置 ( 2) 火薬・爆薬成分、添加・前駆物質 
 (10)  重力計・重力勾配計 ( 3) ディーゼルエンジン 




 (12)  光反射率測定装置 自給式潜水用具等
 (13)  重力計製造装置 ( 6) 航空機輸送土木機械 
 (14)  光検出器等 ( 7) ロボット若しくはその制御装置 
 １１  航法装置 ( 8) 電気電導シャッター 
 ( 1)  加速度計 ( 9) 催涙剤・くしゃみ剤・散布等装置 
 ( 2)  ジャイロスコープ １５  機微品目 
 ( 3)  慣性航行装置 ( 1) 無機繊維等
 ( 4)  航法装置 ( 2) 電波の吸収材等
 ( 5)  (1)から(4)までの試験・製造装置 ( 3) 核熱源物質
 １２  海洋関連 ( 4) 伝送通信装置




 ( 2)  船舶の部分品・付属品 宇宙用に設計した光検出器 
 ( 3)  水中回収装置 ( 7) 目標自動識別機能レーダー 
 ( 4)  水中カメラ ( 8) 単独潜水艇
 ( 5)  水中ロボット ( 9) 防音装置
 ( 6)  密閉動力装置 (10)  ﾗﾑｼﾞｪｯﾄｴﾝｼﾞﾝ、ｽｸﾗﾑｼﾞｪｯﾄｴﾝｼﾞﾝ等 
 ( 7)  回流水槽 
 ( 8)  浮力材 
 ( 9)  閉鎖回路式自給式潜水用具等 
 １３  推進装置 
 ( 1)  ガスタービンエンジン 
 ( 2)  宇宙開発用飛翔体 
 ( 3) 
 
 ( 4) 
 ロケット推進装置 
 無人航空機 
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 1. リン酸トリブチル（TBP） 
 2. 炭素繊維・ガラス繊維・アラミド繊維 
 3. チタン合金 
 4. マルエージング鋼 
 5. 口径 75 ミリメートル以上のアルミニウム管 
6. しごきスピニング加工機 
 7. 数値制御工作機械 
 8. アイソスタチックプレス 





























































































第１類 動物（生きているものに限る。）   ×  



















第９類 コーヒー、茶、マテ及び香辛料    ×  




























第１７類 糖類及び砂糖菓子         ×  







第２１類 各種の調整食料品  ×  
















第２８類 無機化学品及び貴金属、希土類金属、放射性 ○  
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む。）の生産品  元素又は同位元素の無機又は有機の化合物  
第２９類 有機化学品            ○  
第３０類 医療用品             ○  

















第３７類 写真用又は映画用の材料      ○  




第３９類 プラスチック及びその製品     ○  






















第４４類 木材及びその製品並びに木炭    ×  
第４５類 コルク及びその製品        ×  
第４６類 わら、エスパルトその他の組物材料の製品並


























第５４類 人造繊維の長繊維及びその織物   ○  















































第６９類 陶磁製品             ○  















第７２類 鉄鋼  ○  
第７３類 鉄鋼製品             ○  
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第７４類 銅及びその製品          ○  
第７５類 ニッケル及びその製品       ○  
第７６類 アルミニウム及びその製品     ○  
第７８類 鉛及びその製品          ○  
第７９類 亜鉛及びその製品         ○  



































第８８類 航空機及び宇宙飛行体並びにこれらの部分品  ○  














第９１類 時計及びその部分品        ○  






属品  ○  




























































































7th of Tir ・7th of Tir Industries Complex 
・Mojtamae Sanate Haftome Tir 
・Sanaye Haftome Tir  
・7th of Tir Industries of 
Isfahan/Esfahan  
・7th of Tir Complex 








・Sazemane Sanaye Hava and 
Faza (SSHF) 

















・Ammunition Industries Group 











Organization of Iran 
(AEOI) 

















Bushehr Nuclear Power 
Plant (BNPP) 




Chemical Research and 
Development Co. 
(CRDC)  
・Farayaz Chemical Research 
and Development Co. (FCRDC) 
・Bandaran Co., Ltd. 
・Farayaz Co. 







Cruise Missile Industry 
Group 


























・Moavenate Sanaye Moushaki 
Parchin 
・Mojtam'e Sanaye Mushaki 
(MSM) 
・Mojtamai Sanaye Mushaki 
(MSM) 
・Parchin Missile Industries 








・Moasese Amozeshi va 
Taghighati Co. (MAVT Co.) 
・Machinery and Vehicles 
Testing Company 
・PO u. T Research Centre 
・Sasadja Research and 
Development Group 
・Shiraz SE Research Centre 
・Centre for Engineering and 
Trade Company (CE and T Co.) 
































Fajr Industrial Group ・Instrumentation Factories Plan 
・IFP 






・Industrial Factories of 
Precision Machinery 
・Fadjr Industries Group 
・FIG  
・Precision Component Project 
Group 
・Sasadja Precision Industrial 
Complex 
・Mojtame Santy Ajzae Daghigh 
・Nasr Industries Group 
21 イラン 
Iran 











Hadid Industries ・Hadid Industrial Complex ミサイ
ル、核
M,N 


























・Iranian Industrial and 
Scientific Research Organization 
・Iranian Scientific and 
Industrial Organization 
・Iranian Scientific and 







Jaber Ibn Hayan 
Research Laboratories 




28 イラン Kala-Electric ・Kalaye Electric 核 
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Iran ・Kalaye Electric Company 
・Kola Electric 










Karaj Nuclear Research 
Centre 
・Karaj Agricultural and 
Medical Research Centre 
・Nuclear Research Centre for 














・Marine Industries Organisation 
(MIO) 













































Company ・Sherkate Battrijazi Niru M 
38 イラン Iran Novin Energy 
Company 













Pasteur Institute ・Institute Pasteur of Iran 
・Ｉnstitute Pasteur 






Pars Trash Company ・Pars Trash 











Razi Institute ・Razi Vaccine and Serum 
Research Institute 
・Razi State Institute for Sera 
and Vaccines 
・Razi Institute for Sera and 
Vaccine 
・Razi Research Institute for 






Research Institute of 
Petroleum Industry 
(RIPI) 







Sanam Industrial Group ・Missile Industries Group 
・Sanam Industries Co. 







Sanaye Khodro Sazi 
(SKS) 
・Sanaye Khadro Sazi (SKS) 




47 イラン Sasadja Moavenate   ミサイ
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Shafa-e-Sari Company ・Antibiotic Producing Co. 
・Antibiotic Processing 
Company 









・Shahid Baheri Industries 
Group 
・SBIG 
・Shahid Bakeri Industrial 
Group 
・Department 140/14 
・Shahid Bagheri Industries 
Group 
・Shahid Hassan Bagheri 
Industrial Factories Group 
・SHBIFG  
・Mahtab Technical Engineering 
Company 
・Composite Propellant Missile 
Industry 





50 イラン Iran Shahid Hemmat 
Industrial Group 
(SHIG) 
・Shahid Hemmat Industrial 
Complex・SHIC・Shahid 
Hemmat Industrial Factories・









・Shahid Shahabady Research 
Centre 
・Shahid Shaheabady Research 
Centre 




















































Ya Mahdi Industries 
Group 
・Ya Mahdi Industrial Complex 
(YMA) 
・Ya Mahdi AG Industrial 
Research Complex 












































Centre for Advanced 
Technology (CAT) 




































Department of Atomic 
Energy (DAE) 




Directorate of Purchase 
and Stores, Department 
of Atomic Energy 




Godrej and Boyce 
Manufacturing 














Indian Rare Earths Ltd. 
(IRE) 











Indira Gandhi Centre 
for Atomic Research 
(IGCAR) 





















































Nuclear Fuel Complex 
(NFC) 





Corporation of India 
Limited (NPCIL) 





Rashtriya Chemicals & 
Fertilizers Ltd. 











Saha Institute of 
Nuclear Physics (SINP)




Shar Centre, Indian 
Space Research 
Organization (ISRO) 













Uranium Corporation of 
India Ltd. (UCIL) 












DPRK       











DPRK       
Choson Central Bank 
(朝鮮中央銀行) 



























DPRK       
Daehung Oil & Vehicle 
Trading Co. 























DPRK       









K           









DPRK       























DPRK       









DPRK       
Hwanghai Steel Union 
Co., Ltd. 









DPRK       












DPRK       
Kim Chaek Iron Works ・Kim Chaek Steel Union Corp. 











DPRK       





































DPRK       





・Korea Daesong-8 Trading 
Corporation 
・Korea Daesong General 
Trading Corporation 
・Korea Daesong Seil Trading 
Corporation 
・Korea Daesong Jei Trading 
Corporation 
・Korea Daesong Jesam Trading 
Corporation 
・Korea Daesong Jeo Trading 
Corporation 
・Korea Daesong Jeryuk Trading 
Corporation 
・Korea Daesong Jechil Trading 
Corporation 
・Korea Daesong Jegu Trading 
Corporation 
・Korea Daesong Transportation 
Company 











DPRK       
Korea Dangun Trading 
Corporation 
























DPRK       
Korea Hyoksin Trading 
Corporation 











K           
Korea International 




Chemicals Joint Operation 
Company・Chosun International 
Chemicals Joint Operation 
Company・International 

























DPRK       


























































・External Technology General 
Corporation 












DPRK       













DPRK       




































DPRK       











DPRK       


































・Korea Yonbong General 
Corporation 






























･Chosun Yunha Machinery Joint 
Operation Company 
・Korea Ryenha Machinery J/V 
Corporation 











DPRK       
Korea Ryonhap-2 
Trading Corporation 











DPRK       











DPRK       













DPRK       
























DPRK       











DPRK       











DPRK       









DPRK       




































































































































DPRK       
Pyongyang Trading 
Company 









DPRK       











DPRK       


























DPRK       





















DPRK       




































DPRK       



















・Korea Changgwang Credit 
Bank 


























Higher Institute of 
Applied Science and 
Technology (HIAST) 
・Institut des Sciences 
Appliquees et de Technologie 
(ISAT)・Institut Superieur des 











of Defence (IED) 














National Standards and 
Calibration Laboratory 
(NSCL)  





Scientific Studies and 
Research Centre 
(SSRC) 
・Centre for Science Study and 
Research 
・Centre d'Etudes et de 









Syrian Atomic Energy 
Commission (SAEC) 































































・Beijing Institute of Strength 































・First Academy of the China 




・China Carrier Rocket 
Technology Research Institute 
・Wanyuan Company 






































































































Ghulam Ishaq Khan 
Institute of Engineering 
and Technology 
・Ghulam Ishaq Khan Institute 













Husein Ebrahim Jamal 
(HEJ) Research 








Karachi Nuclear Power 
Complex (KANUPP) 















































Pakistan Institute of 
Nuclear Science and 
Technology 
(PINSTECH) 
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Al Qa'ida/Islamic Army ・The Base 
・Al Qaeda 
・Islamic Salvation Foundation 
・The Group for the Preservation 
of the Holy Sites 
・The Islamic Army for the 
Liberation of Holy Places 
・The World Islamic Front for 
Jihad against Jews and Crusaders 
・Usama Bin Laden Network 









Ummah Tameer E-Nau 
(UTN)   
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各大学 ご担当者 様 
 
国立大学法人東北大学 






































〒980-8579   仙台市青葉区荒巻字青葉 6-6-10 
TEL 022-795-3228  FAX 022-795-4145 






? このアンケートには「第 1 部 学生等の知的財産権の帰属及び秘密保持の取扱いに










* 本 Appendix において、「第 1 部 学生等の知的財産権の帰属及び秘密保持の取扱い
に関するアンケート調査」は削除 
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5. TEL・FAX TEL   －  －    FAX   －   － 







   １．内容について詳しく知っている    
２．概略については知っている 












    
   １．内容について詳しく知っている 
   ２．内容について概略は知っている 
３．聞いたことはあるが、内容についてはよくわからない 
   ４．知らない・聞いたことはない 
  Ｑ２で１，２，３とお答えいただいた方にお聞きします。 
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Q３ 輸出管理に関して、物 vの輸出ばかりでなく技術の提供 viに関しても規制の対象
となることを知っていましたか？ 
   １．知っていた   ２．知らなかった 
 
Ｑ３で１とお答えいただいた方にお聞きします。 









   １．知っていた   ２．知らなかった 
 
Ｑ４で１とお答えいただいた方にお聞きします。 













   １．既に整備されている   
     ＊いつ頃整備されましたか？（西暦      年） 
     ＊その規定に関しまして、差し支えなければご同封いただければ幸いです 
２．整備されていない 
   ＊整備する予定はありますか？ 





    ５．現状必要性を感じていない。整備の予定もない 
 
Q６ 具体的に輸出管理を行う学内組織は整備されていますか？ 
   １．既に整備されている  
     ＊Q7・Q8・Q9 に進んで下さい 
 ２．整備されていない 
   ＊整備する予定はありますか？ 






    ５．現状必要性を感じていない。整備の予定もない 
 
 
   Q６について１とお答えの方、以下の Q7・Q８についてお答え下さい。 
Q７ いつ頃整備されましたか？ （西暦          年） 
 
Q８ どの様な組織体制にて輸出管理を行っていますか？ 
   １．専門の部署（例、輸出管理室等）を設置し輸出管理を行っている 
     （部署名：                      ） 
     （担当官役職名：                   ） 
     （人員：担当官   名、事務担当    名） 
   ２．既存の部署に専門の担当職員を配置している 
     （部署名：                      ） 
     （専門担当官役職名：                 ） 
（人員：      名） 
   ３．既存の部署にて、担当する職員が業務の一環として行っている 
     （部署名：                      ） 
     （担当者役職名：                   ） 





Q９ 輸出許可申請に際して、貴学は包括許可制度 viiを利用していますか？ 












































・ 文部科学省研究環境・産業連携課技術推進室、2006 年 7 月 6 日、国際的な共同研究
を進める上での外為法等の規制について、
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu8/toushin/06082811/015.htm 
・ 経済産業省貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易検査官室、2007 年 5 月、安全保
障貿易管理ハンドブック ２００７年度版 
















易管理ハンドブック 2007 年度版」 
5. 経済産業省貿易経済協力局貿易管理部、2007、「平成 19 年度 安全保障貿易管理
説明会「適格説明会」資料」 
6. (株)東芝輸出管理部、2005、「キャッチオール輸出管理の実務 第 2 版」、日刊工
業新聞 
7. 樋口禎志、2007、‘産学連携国際化と輸出管理’、「産学連携学 Vol. 3, No. 2」 
8. 廣瀬侑子、2007、「ケースブック 外為法の落とし穴」、新風舎 
9. 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング(株)、2006、「外為法ハンドブック（2006











6. The Australia Group Homepage, http://www.australiagroup.net/en/index.html 
7. Missile Technology Control Regime Homepage, 
http://www.mtcr.info/english/index.html 
8. Wassenaar Arrengement Homepage, http://www.wassenaar.org/ 
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